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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成23年５月 平成24年５月 平成25年５月 平成26年５月 平成27年５月

売上高 （千円） 681,607 664,126 655,803 615,073 595,913

経常利益 （千円） 284,564 283,737 301,746 290,567 268,771

当期純利益 （千円） 160,264 162,786 182,917 180,751 205,591

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 135,000 135,000 135,000 135,000 135,000

発行済株式総数 （株） 2,700,000 2,700,000 2,700,000 2,700,000 2,700,000

純資産額 （千円） 2,383,842 2,589,855 2,843,734 2,984,924 3,262,485

総資産額 （千円） 3,248,590 3,470,847 3,763,432 3,894,218 4,064,122

１株当たり純資産額 （円） 882.90 959.20 1,053.23 1,109.96 1,209.72

１株当たり配当額

（円）

5.00 5.00 5.00 5.00 5.00

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 59.35 60.29 67.74 66.95 76.22

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 73.38 74.61 75.56 76.65 80.28

自己資本利益率 （％） 6.72 6.29 6.43 6.06 6.58

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） 8.42 8.29 7.38 7.47 6.56

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 307,596 250,643 217,969 233,856 137,509

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 10,504 12,159 △284,134 △361,770 △17,674

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △12,958 △12,944 △12,923 △14,081 △14,789

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 1,093,367 1,343,225 1,264,136 1,122,141 1,227,187

従業員数 （人） 4 4 4 4 5

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、重要性が乏しいため記載を省略しております。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．当社株式は非上場のため、株価収益率については記載しておりません。
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２【沿革】

　当社は、明治39年に「新橋東会」なる新橋芸妓の技芸向上発表会が初演されましたが、関西における歌舞練場の如

き花街による自主経営劇場が未だ東京に存在しないのを残念に思った新橋芸妓組合頭取であった川村徳太郎及び篠原

治らの発案によって大正11年７月「東をどり」発表の目的で新橋五業組合の協賛を得て新橋演舞場株式会社が設立さ

れたものであります。（資本金100万円）

　その後の主な変遷は次の通りであります。

大正12年９月　　震災のため新橋演舞場建設中止、同13年再起工、同14年３月竣工自社興行

昭和15年１月　　松竹株式会社と劇場賃貸借契約し、松竹株式会社において興行

昭和20年５月　　戦災により焼失、同22年４月復興工事に着手

昭和23年１月　　定款の目的を「建物および其設備の賃貸」と変更

昭和23年３月　　演舞場復興開場、松竹株式会社と劇場賃貸の再契約を締結

昭和23年５月　　資本金3,000万円に増資

昭和24年５月　　東京証券取引所上場

昭和26年４月　　株式会社新橋倶楽部（現演舞場サービス株式会社）と食堂・売店の賃貸借契約を締結

昭和27年12月　　資本金9,000万円に増資

昭和36年10月　　資本金13,500万円に増資

昭和36年10月　　東京証券取引所第１部上場

昭和38年10月　　東京証券取引所第２部へ指定替

昭和48年５月　　東京証券取引所第２部上場廃止

昭和54年８月　　旧劇場及び演舞場別館改築の為取り壊し

昭和57年３月　　新劇場竣工

昭和57年４月　　松竹株式会社と劇場賃貸借契約を、演舞場サービス株式会社と食堂・売店設備の賃貸借契約を締結

昭和61年８月　　新橋演舞場別館、築地に竣工、同館内に貸稽古場「スペースアルファ」開設

平成12年８月　　新橋演舞場別館内、貸稽古場「スペースアルファ」閉鎖

EDINET提出書類

新橋演舞場株式会社(E04601)

有価証券報告書

 3/51



３【事業の内容】

　当社の企業集団は、当社及び関係会社２社である演舞場サービス㈱及び松竹㈱で構成され、不動産の賃貸及び食

堂・売店の経営並びに演劇興行等を主な内容としております。

　当社は、「不動産賃貸事業」の単一セグメントを営んでおります。

　当企業集団の当該事業における位置付けは以下の通りであります。

(1）不動産賃貸事業

　当社は劇場及び別館ビル、駐車場等を所有し、これを賃貸しております。劇場については松竹㈱及び演舞場サー

ビス㈱に賃貸し、松竹㈱が演劇興行等を行い、演舞場サービス㈱は場内の食堂・売店の経営を行っております。

(2）食堂事業

　演舞場サービス㈱は、劇場内で食堂の経営をしております。

(3）売店事業

　演舞場サービス㈱は、劇場内でお土産品などの売店の経営をしております。

　事業の系統図は以下の通りであります。

　関係会社は以下の通りであります。

関連会社　　　　　　　　　　演舞場サービス㈱

その他の関係会社　　　　　　松竹㈱
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４【関係会社の状況】

　当社には、関連会社として演舞場サービス株式会社がありますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。

　その他の関係会社は次のとおりであります。

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の所有割合
又は被所有割合

(％)
関係内容

松竹㈱

（注）
東京都中央区 33,018,656

演劇部門

映像部門

不動産部門

事業部門

所有　　0.42

被所有　21.20

当社の建物を賃借

している。

役員の兼任２名あ

り。

（注）有価証券報告書を提出しております。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成27年５月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

不動産賃貸事業 ５人 44歳８ヶ月 ５年11ヶ月 4,644千円

（注）１．従業員数は就業人員数を記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　　　　当事業年度におけるわが国経済は、消費税率引き上げの影響がある中、政府を中心とした経済政策により企業収

益・雇用情勢等が緩やかに回復基調にありますが、個人消費等には弱さがみられ、依然として不透明な状況で推移

しました。

　当社と関係が深い演劇興行界におきましては、お客様が厳しく公演の選別をするとともに、団体客等も伸び悩む

状況が続いています。しかし、当社劇場では、初春花形歌舞伎・滝沢歌舞伎等、大きな話題性のある公演で盛況を

博しました。

　　　　このような状況下において、当社は、安定した利益の確保を目指して、各支出の見直しを図り、経費の削減に取

り組んでまいりました。

　　　　以上の結果、当事業年度の売上高は595百万円（前事業年度比3.1％減）、営業利益は260百万円（前事業年度比

8.1％減）、経常利益は268百万円（前事業年度比7.5％減）となりました。また、当期純利益は205百万円（前事業

年度比13.7％増）となりました。

       当社は、「不動産賃貸事業」の単一セグメントを営んでおります。

　なお、上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　賃貸料収入を部門別に示せば次のとおりであります。

部門
新橋演舞場
（劇場）
（千円）

食堂・売店
（千円）

地域冷暖房
センター
（千円）

ショーケー
ス等
（千円）

駐車場
（千円）

別館
（千円）

合計
（千円）

第92期

（自　平成25年６月１日

至　平成26年５月31日）

449,722 90,650 16,847 15,110 17,803 24,938 615,073

第93期

（自　平成26年６月１日

至　平成27年５月31日）

434,460 82,650 16,847 15,355 18,612 27,987 595,913

　（注）１．主な相手先別賃貸料収入及び総賃貸料収入に対する割合は次のとおりであります。

相手先

第92期
（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

第93期
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

松竹株式会社 451,645 73.4 436,314 73.2

演舞場サービス株式会社 93,270 15.2 85,482 14.3

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

新橋演舞場株式会社(E04601)

有価証券報告書

 6/51



(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益316,041千円を計上し

たこと等により、当事業年度末には1,227,187千円（前事業年度比9.4％増）となりました。

　また、当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は137,509千円（前事業年度比41.2％減）となりました。

　これは主に、税引前当期純利益316,041千円や法人税等の支払額105,592千円を計上したことによるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は17,674千円（前事業年度比95.1％減）となりました。

 これは主に、有形固定資産の取得による支出28,674千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　財務活動の結果使用した資金は14,789千円（前事業年度比5.0％増）となりました。

　これは配当金の支出12,764千円および自己株式の取得による支出2,025千円があったことによるものでありま

す。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注状況

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　販売実績につきましては、「１．業績等の概要　(1）業績」に記載しております。

３【対処すべき課題】

　　　今後の経済見通しにつきましては、企業収益、雇用情勢が緩やかに回復基調にありますが、個人の消費等の動向が

不透明な状況であります。当社といたしましては、これからも、テナント各社と一層の協力をし、環境整備に努めて

まいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項は、以下のようなものがあります。

　当社はこれらのリスクを認識したうえで、その発生の回避及び発生時の適切な対応に向けて努力していく所存でご

ざいます。

　なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。

 

(１)　不動産における賃貸契約の解約

　当社は、劇場、別館ビル、駐車場等を所有し、各テナントと賃貸借契約を交わしておりますが、テナントの財政

状態の悪化、移転等による契約の打ち切りの場合、最近の不動産業界の厳しさに鑑み、新規テナント決定までの

間、当社の営業成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

(２)　取引先の債務の履行遅延又は履行不能の可能性

　市場環境の変化や経済全般の悪化等により、当社の取引先の経営成績、財政状態等が悪化し、当社に対する債務

履行の著しい遅延、又は債務の一部あるいは全部が履行不能となる可能性があります。当社は、取引先の過去の支

払実績に基づき、貸倒引当金設定の必要性が生じることなく経営を行ってまいりましたが、実際に貸倒れが発生し

た場合、その額によっては当社の経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

(３)　災害等の発生、保有資産の価値の下落等の可能性

　当社は、劇場という多数の顧客収容可能な施設を賃貸し経営を行っております。そのため、万一、災害・衛生上

の問題等顧客の安全にかかわる予期せぬ事態が発生した場合、その規模等によっては当社の経営成績、財政状態等

に影響を及ぼす可能性があります。

　また、賃貸用不動産等の資産につきましても、地価の下落、天災その他の予期せぬ原因により価値が損なわれた

場合には、その規模等によっては当社の経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　賃貸借契約の内容は次の通りであります。

(イ）新橋演舞場（劇場）

契約会社　　松竹株式会社

契約期間　　自平成14年４月１日　至平成34年３月31日　　20ヶ年

(ロ）食堂売店（劇場内）

契約会社　　演舞場サービス株式会社

契約期間　　自平成24年４月１日　至平成29年３月31日　　５ヶ年

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

新橋演舞場株式会社(E04601)

有価証券報告書

 8/51



７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)　重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成に当たりまして、決算日における貸借対照表数値及び事業年度における損益計算書数値に影響

を与える見積りは、主に引当金、法人税等であり継続して評価を行っております。

　なお、見積り及び判断・評価については、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づき行って

おりますが、見積り特有の不確実性があるため実際の結果は異なる場合があります。

　また、キャッシュ・フローの状況につきましては、１[業績等の概要]に記載しております。

(２)　当事業年度の経営成績の分析

① 　売上高

　売上高は595百万円（前事業年度比3.1％減）となりました。これは主に本館テナントの賃料改定により減収と

なったことによるものであります。

②　 売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価、販売費及び一般管理費の合計は335百万円（前事業年度比1.2％増）となりました。これは主に補修

費等の増加によるものであります。

③　 営業利益

　営業利益は、260百万円（前事業年度比8.1％減）となりました。これは売上高の減少に伴うものであります。

④　 当期純利益

　当事業年度は、生命保険金を計上したことにより当期純利益は、205百万円（前事業年度比13.7％増）となり

ました。

(３)　経営戦略の現状と見通し

　当社は売上高の86.8％を劇場施設の賃貸により計上し経営を行っております。そのため、劇場内設備及び備品等

の更新を随時行い、付加価値の高い快適な劇場空間を構築することにより多くのお客様にご満足いただけるよう計

画しております。

(４)　財務政策

　当社は運転資金及び通常の設備改修資金などは、内部資金により調達しております。

　　　　今後も、内部留保に努め、財務体質の強化を進めます。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資額は28,674千円で、本館自動火災報知設備・放送設備や本館楽屋の老朽設備の更新工事等を

行いました。

２【主要な設備の状況】

平成27年５月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業
員数
(人)

建物
（千円）

機械及び
装置並び
に車両運
搬具
（千円）

工具、器
具及び備
品
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

合計
（千円）

新橋演舞場

（東京都中央区）
不動産賃貸事業

客室、舞台、食堂、売

店、喫茶店、ロビー、セ

ンタースポット室、調光

室、音響室、花道、楽

屋、事務室、オーケスト

ラピット、調理室、駐車

場、空調機械室、自家発

電機室、エレベーター機

械室、美術品

440,742 2,279 197,504
222

(1,470.7)
640,748 5

新橋演舞場

別館

（東京都中央区）

不動産賃貸事業

貸事務所及び貸店舗（地

下２階～地上４階）、駐

車場

48,021 0 181
227,474

(150.2)
275,676 －

（注）１．帳簿価額には消費税等は含まれておりません。

２．上記事業所のうち、新橋演舞場は一部をその他の関係会社である松竹株式会社及び関連会社である演舞場

サービス株式会社に、また新橋演舞場別館は他社にそれぞれ賃貸しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,200,000

計 7,200,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,700,000 2,700,000 －
単元株式数

1,000株

計 2,700,000 2,700,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

平成27年５月31日現在

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

昭和36年10月５日 900,000 2,700,000 45,000 135,000 － 49,482

（注）有償株主割当（１株に付新株式0.5株）

発行価格　　　　　　50円

資本組入額　　　　　50円

（６）【所有者別状況】

平成27年５月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 － 22 － － 540 563 －

所有株式数

（単元）
－ 19 － 1,304 － － 1,152 2,475 225,000

所有株式数の

割合（％）
－ 0.8 － 52.7 － － 46.5 100 －

（注）自己株式3,101株は、「個人その他」に３単元、「単元未満株式の状況」に101株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成27年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

松竹株式会社 東京都中央区築地４丁目１番１号 524 19.41

演舞場サービス株式会社 東京都中央区銀座６丁目18番２号 445 16.48

東京新橋組合 東京都中央区銀座７丁目８番15号 152 5.65

岡副　美代子 東京都中央区 107 3.99

岡副　真吾 東京都中央区 57 2.12

東をどり 東京都中央区銀座８丁目６番３号 47 1.76

ＪＥＳ株式会社 東京都世田谷区深沢７丁目５番２号 44 1.63

株式会社新喜楽 東京都中央区築地４丁目６番７号 41 1.53

島　美砂 東京都品川区 29 1.09

成澤　真理 東京都中央区 29 1.09

計 － 1,477 54.73

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     3,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,472,000 2,472 －

単元未満株式 普通株式   225,000 － －

発行済株式総数 2,700,000 － －

総株主の議決権 － 2,472 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式101株が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年５月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新橋演舞場株式会社

東京都中央区銀座

６丁目18番２号
3,000 － 3,000 0.11

計 － 3,000 － 3,000 0.11

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 2,025 2,025,000

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成27年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式数は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他
（－）

－ － － －

保有自己株式数 3,101 － 3,101 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成27年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式数は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、将来にわたり安定した配当を行うことを基本としつつ、事業経営にあたっております。なお、剰余金の配

当は、年１回の期末配当とし、その決定機関は株主総会であります。

　このような基本方針に基づき当期におきましては、平成27年８月25日開催の第93回定時株主総会において、前期同

様一株当たり５円（総額13,484千円）の配当を実施することに決定致しました。

　内部留保資金につきましては、経営体質の改善及び設備改善等に備えることとしております。

４【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性６名　女性１名　（役員のうち女性の比率14.3％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長 － 迫本　淳一 昭和28年４月２日生

 
昭和53年４月 松竹映画劇場㈱入社

平成５年４月 弁護士登録（現任）

平成５年４月 三井安田法律事務所入所

平成10年５月 松竹㈱代表取締役副社長

平成16年５月 同社代表取締役社長（現任）

平成17年８月 当社取締役副社長

平成18年８月 当社代表取締役副社長

平成19年８月

平成19年８月

平成23年８月

当社代表取締役社長（現任）

演舞場サービス㈱専務取締役

同社代表取締役社長（現任）
 

(注)

４
－

代表取締役専務 － 岡本　忠次 昭和22年２月２日生

 
昭和43年４月 松竹㈱入社

平成16年３月 同社関連事業室長

平成21年９月 ㈱歌舞伎座企画開発部長

平成23年５月 歌舞伎座サービス㈱取締役

平成25年６月

平成25年８月

平成26年10月

当社顧問

当社代表取締役専務（現任）

演舞場サービス㈱代表取締役専務

（現任）
 

(注)

４
－

専務取締役 － 安孫子　正 昭和23年３月23日生

 
昭和50年５月 松竹㈱入社

平成10年２月 同社第一演劇部演劇製作室長

平成11年５月 同社取締役

平成15年５月 同社常務取締役

平成16年11月 同社専務取締役

平成18年５月

平成18年８月

同社演劇本部長（現任）

当社取締役

平成23年８月

平成26年５月

当社専務取締役（現任）

松竹㈱取締役副社長（現任）
 

(注)

５
－

常務取締役 － 岡副　真吾 昭和36年５月27日生

 
昭和63年６月 ㈱岡半本店代表取締役社長（現

任）

平成４年12月 演舞場サービス㈱取締役（現任）

平成６年11月 ㈱銀座金田中代表取締役社長（現

任）

平成23年２月

平成25年８月

平成26年７月

平成26年８月

東京新橋組合頭取（現任）

当社取締役

㈱金田中代表取締役（現任）

当社常務取締役（現任）
 

(注)

４
57

取締役 － 蒲田　　智 昭和36年７月12日生

 
平成４年10月 ㈱新喜楽入社

平成20年１月 東京新橋組合理事（現任）

平成24年１月

 
平成26年８月

公益財団法人日本いけばな芸術

協会理事（現任）

当社取締役（現任）
 

(注)

５
－

監査役 － 迫本　栄二 昭和31年11月４日生

 
平成２年６月 銀座Ｋ．Ｔ．Ｃコンサルティング

㈱代表取締役（現任）

平成５年３月 公認会計士開業登録（現任）

平成５年７月 税理士開業登録（現任）

平成12年６月 ㈱永谷園社外監査役

平成16年４月 銀座Ｋ．Ｔ．Ｃ税理士法人代表社

員（現任）

平成18年２月 ㈱西武ホールディングス社外監査

役（現任）

平成18年２月 ㈱プリンスホテル社外監査役（現

任）

平成18年６月 日本演劇興行協会監事（現任）

平成23年８月 演舞場サービス㈱監査役（現任）

平成23年８月

平成27年６月

当社監査役（現任）

㈱永谷園社外取締役（現任）
 

 
（注）

６

－

監査役 － 山口　三千代 昭和22年11月２日生

 
昭和42年４月 新橋芸妓組合加入

昭和57年９月

平成26年８月

「加津代」経営

当社監査役（現任）
 

(注)

７
－

    計  57

（注）１．専務取締役安孫子正、常務取締役岡副真吾、取締役蒲田智は、社外取締役であります。

２．監査役山口三千代は、社外監査役であります。

３．監査役迫本栄二は、代表取締役社長迫本淳一の実弟であります。
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４．平成27年８月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。

５．平成26年８月20日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。

６．平成27年８月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

７．平成26年８月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 当社は、健全で透明性が高く、経営環境・社会環境の変化に適切に対処できる経営体制の確立のために、より迅

速で高品質な意思決定及び業務執行の実現をしていくことが最優先課題と捉え、コーポレート・ガバナンスの構築

に取り組んでまいります。

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ．会社の機関の基本説明

　当社は監査役制度を採用しております。監査役は有価証券報告書提出日現在、社内監査役１名と社外監査役

１名で構成されており、各監査役は監査方針のもと、取締役会への出席や業務状況の調査等を通じ、取締役の

職務執行を監査しております。

 また、当社の取締役会は有価証券報告書提出日現在、取締役５名で構成しております。定例の取締役会は原

則３ヶ月に１回開催し、重要な意思決定と業務執行の監査を行っております。

ロ．会社の機関・内部統制システムの図
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ハ．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　　当社の内部統制システムといたしましては、監査役は原則３ヶ月に１回、法令及び定款に定められた事項並

びに重要な監査業務に関する事項について協議しております。また、監査役は取締役会の他、重要な経営会議

に適宜出席するほか、随時、取締役会及び使用人から業務の報告を受けるとともに、重要な決裁資料を閲覧す

るなど、取締役の職務執行状況について監督を行っております。

　内部統制面におきましては、取締役会を原則３ヶ月に１回開催し、重要事項は全て付議されており、経営方

針その他の重要事項に関する意思決定と業務執行状況の監督を行っております。

 また、取締役及び総務部からなる経営委員会を適時開催し、業務の進捗状況の確認、分析及び具体的対策の

検討を行い、経営に関する重要事項の具申・提案を行うことによる相互牽制を実施しております。

　当社は、監査人（監査法人）である新創監査法人と監査契約を締結し、期末及び中間における通常の会計監

査のほか、内部統制の整備等について必要に応じてアドバイスを受けております。また、監査報告会を通じ

て、当社監査役と相互連携を図った上で、情報交換を行い、監査内容の充実に努めております。さらに、会計

監査の環境整備に必要な指導・助言を受けております。

　弁護士については、法律事務所より随時法律、企業倫理等のコンプライアンス及び全般に関する指導・助言

を受けております。

ニ．監査役監査の状況

　各監査役は取締役会及び重要な会議に出席して意思決定の過程を監視するとともに、適宜意見の表明を行う

ほか、重要な決裁書類等の閲覧及び財産の状況について適時に関係取締役等から報告を受け、業務執行状況の

把握及び適法性の監査を行っております。また、監査役は監査の実施状況とその結果について四半期毎に代表

取締役社長に報告及び意見交換を行っております。

ホ．会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は柳澤義一氏で新創監査法人に所属しております。監査業務に係

る補助者は、その他３名であります。

ヘ．社外取締役及び社外監査役との関係

当社は有価証券報告書提出日現在、社外取締役３名・社外監査役１名が在籍しており、当社との間に特別な

利害関係はありません。

②　リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、上記の内部統制システムにリスクの防止策を盛り込むことによって、整備され得るも

のと考えております。

③　役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は、以下のとおりであります。

社内取締役の年間報酬総額　42,320千円

社外取締役の年間報酬総額　20,150千円

社内監査役の年間報酬総額　 4,600千円

社外監査役の年間報酬総額　 1,300千円

④　取締役の定数

　当社の取締役は、12名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑤　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行なう旨を定款に定めております。

⑥　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（円）

非監査業務に基づく報酬
（円）

監査証明業務に基づく報酬
（円）

非監査業務に基づく報酬
（円）

6,500,000 － 5,000,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 当社の監査法人に対する監査報酬は、取締役会及び監査役が協議のうえ適切に決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年６月１日から平成27年５月31日

まで）の財務諸表について、新創監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、外部機関が開催する

会計基準等のセミナーに参加しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年５月31日)
当事業年度

(平成27年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,422,141 1,827,187

売掛金 38,997 46,598

前払費用 1,650 1,638

繰延税金資産 4,993 5,908

短期貸付金 ※１ 11,000 ※１ 19,500

立替金 10,450 16,930

その他 462 2,890

流動資産合計 1,489,696 1,920,653

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,671,679 2,700,178

減価償却累計額 △2,155,224 △2,211,415

建物（純額） 516,455 488,763

機械及び装置 42,000 42,000

減価償却累計額 △39,344 △39,721

機械及び装置（純額） 2,656 2,279

工具、器具及び備品 339,037 339,212

減価償却累計額 △139,728 △141,527

工具、器具及び備品（純額） 199,308 197,685

土地 227,696 227,696

有形固定資産合計 946,117 916,424

無形固定資産   

電話加入権 294 294

無形固定資産合計 294 294

投資その他の資産   

長期性定期預金 600,000 300,000

投資有価証券 45,550 54,437

ゴルフ会員権 10,000 10,000

関係会社株式 512,567 614,824

関係会社長期貸付金 139,500 120,000

長期前払費用 3,462 2,518

保険積立金 147,029 124,970

投資その他の資産合計 1,458,110 1,226,750

固定資産合計 2,404,521 2,143,469

資産合計 3,894,218 4,064,122
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年５月31日)
当事業年度

(平成27年５月31日)

負債の部   

流動負債   

未払金 7,862 7,494

未払費用 2,948 4,663

未払事業所税 893 893

未払法人税等 54,796 6,591

未払消費税等 7,754 15,456

預り金 1,616 2,319

前受収益 12,067 11,550

役員賞与引当金 7,800 9,700

その他 1,810 1,978

流動負債合計 97,550 60,647

固定負債   

繰延税金負債 69,194 145,280

退職給付引当金 2,624 3,298

役員退職慰労引当金 168,160 22,080

受入保証金 ※１ 571,764 ※１ 570,332

固定負債合計 811,742 740,990

負債合計 909,293 801,637

純資産の部   

株主資本   

資本金 135,000 135,000

資本剰余金   

資本準備金 49,482 49,482

資本剰余金合計 49,482 49,482

利益剰余金   

利益準備金 33,750 33,750

その他利益剰余金   

退職積立金 3,500 3,500

別途積立金 2,100,000 2,200,000

繰越利益剰余金 428,325 520,422

利益剰余金合計 2,565,575 2,757,672

自己株式 △1,076 △3,101

株主資本合計 2,748,981 2,939,053

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 235,942 323,431

評価・換算差額等合計 235,942 323,431

純資産合計 2,984,924 3,262,485

負債純資産合計 3,894,218 4,064,122
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年６月１日
　至　平成26年５月31日)

当事業年度
(自　平成26年６月１日
　至　平成27年５月31日)

売上高   

劇場賃貸料収入 449,722 434,460

食堂売店賃貸料収入 90,650 82,650

地域冷暖房センター賃貸料収入 16,847 16,847

ショーケース等賃貸料収入 15,110 15,355

駐車場収入 17,803 18,612

別館賃貸料収入 24,938 27,987

売上高合計 ※１ 615,073 ※１ 595,913

売上原価   

賃貸資産管理費用 181,832 172,362

売上原価合計 181,832 172,362

売上総利益 433,240 423,550

販売費及び一般管理費   

補修費 3,162 7,857

役員報酬 61,600 55,950

役員賞与引当金繰入額 7,500 9,700

給料及び手当 15,254 20,906

賞与 5,261 6,373

退職給付費用 221 674

役員退職慰労引当金繰入額 2,440 3,020

減価償却費 1,329 1,098

租税公課 3,179 3,403

保険料 947 701

通信交通費 2,517 2,758

水道光熱費 4,321 4,329

共益費 1,277 1,254

福利厚生費 4,382 5,671

交際費 1,526 1,019

嘱託手当 10,200 9,500

広告宣伝費 748 1,597

雑費 23,545 27,032

販売費及び一般管理費合計 149,413 162,849

営業利益 283,826 260,701

営業外収益   

受取利息 ※１ 1,709 ※１ 2,048

受取配当金 ※１ 2,641 ※１ 2,725

雑収入 2,390 3,332

営業外収益合計 6,741 8,106

営業外費用   

雑損失 － 36

営業外費用合計 － 36

経常利益 290,567 268,771
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年６月１日
　至　平成26年５月31日)

当事業年度
(自　平成26年６月１日
　至　平成27年５月31日)

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 1,729 －

生命保険金 － ※３ 92,970

特別利益合計 1,729 92,970

特別損失   

役員退職慰労金 － ※４ 45,700

特別損失合計 － 45,700

税引前当期純利益 292,296 316,041

法人税、住民税及び事業税 111,257 58,934

法人税等調整額 288 51,515

法人税等合計 111,545 110,449

当期純利益 180,751 205,591
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

当事業年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　共益費  66,091 36.35 64,892 37.65

Ⅱ　減価償却費  65,417 35.98 57,267 33.22

Ⅲ　租税公課  49,182 27.05 49,117 28.50

Ⅳ　保険料  1,141 0.63 1,084 0.63

賃貸資産管理費用  181,832 100.00 172,362 100.00
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年６月１日　至　平成26年５月31日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 退職積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 135,000 49,482 49,482 33,750 3,500 2,000,000 361,074 2,398,324 － 2,582,806

当期変動額           

剰余金の配当       △13,500 △13,500  △13,500

当期純利益       180,751 180,751  180,751

別途積立金の積立      100,000 △100,000 －  －

自己株式の取得         △1,076 △1,076

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － － 100,000 67,251 167,251 △1,076 166,175

当期末残高 135,000 49,482 49,482 33,750 3,500 2,100,000 428,325 2,565,575 △1,076 2,748,981

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 260,928 260,928 2,843,734

当期変動額    

剰余金の配当   △13,500

当期純利益   180,751

別途積立金の積立   －

自己株式の取得   △1,076

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△24,985 △24,985 △24,985

当期変動額合計 △24,985 △24,985 141,190

当期末残高 235,942 235,942 2,984,924
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当事業年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 退職積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 135,000 49,482 49,482 33,750 3,500 2,100,000 428,325 2,565,575 △1,076 2,748,981

当期変動額           

剰余金の配当       △13,494 △13,494  △13,494

当期純利益       205,591 205,591  205,591

別途積立金の積立      100,000 △100,000 －  －

自己株式の取得         △2,025 △2,025

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － － 100,000 92,097 192,097 △2,025 190,072

当期末残高 135,000 49,482 49,482 33,750 3,500 2,200,000 520,422 2,757,672 △3,101 2,939,053

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 235,942 235,942 2,984,924

当期変動額    

剰余金の配当   △13,494

当期純利益   205,591

別途積立金の積立   －

自己株式の取得   △2,025

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

87,488 87,488 87,488

当期変動額合計 87,488 87,488 277,560

当期末残高 323,431 323,431 3,262,485
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年６月１日
　至　平成26年５月31日)

当事業年度
(自　平成26年６月１日
　至　平成27年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 292,296 316,041

減価償却費 66,746 58,366

退職給付引当金の増減額（△は減少） 221 674

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 100 1,900

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,240 △146,080

受取利息及び受取配当金 △4,350 △4,774

固定資産売却損益（△は益） △1,729 －

生命保険金 － △92,970

役員退職慰労金 － 45,700

売上債権の増減額（△は増加） △10,362 △9,939

前受収益の増減額（△は減少） 14 △516

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,545 7,701

保険積立金の増減額（△は増加） △33 22,059

その他 △2,332 △8,173

小計 344,355 189,989

利息及び配当金の受取額 4,336 4,785

生命保険金の受取額 － 92,970

役員退職慰労金の支払額 － △45,700

法人税等の支払額 △114,835 △105,592

その他 － 1,057

営業活動によるキャッシュ・フロー 233,856 137,509

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △300,000 －

有形固定資産の取得による支出 △4,147 △28,674

有形固定資産の売却による収入 2,876 －

貸付けによる支出 △75,000 －

貸付金の回収による収入 14,500 11,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △361,770 △17,674

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △1,076 △2,025

配当金の支払額 △13,005 △12,764

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,081 △14,789

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △141,995 105,045

現金及び現金同等物の期首残高 1,264,136 1,122,141

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,122,141 ※ 1,227,187
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産

　建物（建物附属設備は除く）のうち、平成10年４月１日以降に取得したものについては、旧定額法に

よっております。

　上記以外の有形固定資産については、旧定率法によっております。

平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産

　建物（建物附属設備は除く）については、定額法、建物（建物附属設備は除く）以外の有形固定資産に

ついては、定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　６～50年

機械及び装置　　　　２～17年

工具、器具及び備品　２～20年

 

３．引当金の計上基準

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく事業年度末における要支給額を計

上しております。

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式により処理をしております。

 

（表示方法の変更）

（キャッシュ・フロー計算書）

　前事業年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「保険積立

金の増減額（△は増加）」は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示

方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に表示していた△2,365千円は、「保険積立金の増減額（△は増加）」△33千円、「その他」△

2,332千円として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成26年５月31日）
当事業年度

（平成27年５月31日）

流動資産   

短期貸付金 11,000千円 19,500千円

固定負債   

受入保証金 530,000 530,000

 

　　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年５月31日）
当事業年度

（平成27年５月31日）

当座貸越極度額 100,000千円 100,000千円

借入実行残高 － －

差引額 100,000 100,000

 

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

当事業年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

関係会社への売上高 544,915千円 521,796千円

関係会社からの利息 1,057 1,288

関係会社からの受取配当金 2,345 2,310

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

当事業年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

車両運搬具 1,729千円 －千円

計 1,729 －

 

※３　前取締役会長 岡副昭吾に関する受取生命保険金であります。

 

※４　前取締役会長 岡副昭吾に関する退職慰労金支払であります。

EDINET提出書類

新橋演舞場株式会社(E04601)

有価証券報告書

29/51



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成25年６月１日　至平成26年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首

株式数
（千株）

当事業年度
増加株式数
（千株）

当事業年度
減少株式数
（千株）

当事業年度末
株式数
（千株）

 発行済株式     

    普通株式 2,700 － － 2,700

        合計 2,700 － － 2,700

 自己株式     

    普通株式 （注） － 1 － 1

        合計 － 1 － 1

（注）　単元未満株の買取り１千株による増加分であります。

 

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額

（円）
１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年８月27日

定時株主総会
普通株式 13,500,000 5 平成25年５月31日 平成25年８月28日

 

３．当事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額

（円）
配当の原資

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年８月20日

定時株主総会
普通株式 13,494,620  利益剰余金 5 平成26年５月31日 平成26年８月21日
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当事業年度（自平成26年６月１日　至平成27年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首

株式数
（千株）

当事業年度
増加株式数
（千株）

当事業年度
減少株式数
（千株）

当事業年度末
株式数
（千株）

 発行済株式     

    普通株式 2,700 － － 2,700

        合計 2,700 － － 2,700

 自己株式     

    普通株式 （注） 1 2 － 3

        合計 1 2 － 3

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額

（円）
１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年８月20日

定時株主総会
普通株式 13,494,620 5 平成26年５月31日 平成26年８月21日

 

３．当事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額

（円）
配当の原資

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年８月25日

定時株主総会
普通株式 13,484,495  利益剰余金 5 平成27年５月31日 平成27年８月26日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

当事業年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

現金及び預金勘定 1,422,141千円 1,827,187千円

預入期間が３か月を超える定期預金 300,000 600,000 

現金及び現金同等物 1,122,141  1,227,187  

 

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、借入に頼ることなく、経営を行っております。一時的な余資は安全性の高い金融商品で運用し

ております。デリバティブ取引は行っておりません。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び貸付金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証

券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を

管理するとともに、財務状態等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　当社の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額によ

り表わされています。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　為替や金利等の変動リスクに重要性が認められる債権債務はありません。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合は合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。

 

(5）信用リスクの集中

　当事業年度の決算日現在における営業債権のうち98.8％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成26年５月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金、長期性定期預金 2,022,141 2,020,293 △1,847

(2）売掛金 38,997 38,997 －

(3）投資有価証券及び関係会社株式

　　その他有価証券
548,744 548,744 －

(4）短期貸付金及び関係会社長期貸付金 150,500 161,517 11,017

資産計 2,760,383 2,769,552 9,169

 

 

当事業年度（平成27年５月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金、長期性定期預金 2,127,187 2,125,917 △1,270

(2）売掛金 46,598 46,598 －

(3）投資有価証券及び関係会社株式

　　その他有価証券
659,887 659,887 －

(4）短期貸付金及び関係会社長期貸付金 139,500 151,161 11,661

資産計 2,973,173 2,983,564 10,391
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、長期性定期預金

　現金及び預金は、時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており、長期性定期預金

となる特約付定期預金（マルチコーラブル預金）の時価は、取引金融機関から提示された価額によっており

ます。

(2）売掛金

　すべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3）投資有価証券及び関係会社株式

　これらの時価について、取引所の価格、又は取引金融機関から提示された価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、「有価証券関係」注記を参照してください。

(4）短期貸付金及び関係会社長期貸付金

　短期貸付金及び関係会社長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、そのキャッシュ・フローを国債

の利回り等適切な指標利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成26年５月31日）
当事業年度

（平成27年５月31日）

非上場株式 9,373 9,373

受入保証金 571,764 570,332

計 581,137 579,705

　非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(3）投資有価証券及び関係会社株式」には

含めておりません。

　受入保証金については、市場価額がなく、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定す

ることは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるた

め、時価開示の対象とはしておりません。

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成26年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金，長期性定期預金 1,422,141 600,000 － －

売掛金 38,997 － － －

短期貸付金及び関係会社長期貸付金 11,000 79,500 30,000 30,000

合計 1,472,138 679,500 30,000 30,000

 

当事業年度（平成27年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金，長期性定期預金 1,827,187 300,000 － －

売掛金 46,598 － － －

短期貸付金及び関係会社長期貸付金 19,500 60,000 30,000 30,000

合計 1,893,285 360,000 30,000 30,000
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（有価証券関係）

１．子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は関連会社株式9,373千円、前事業年度の

貸借対照表計上額は関連会社株式9,373千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、記載しておりません。

 

２．その他有価証券

前事業年度（平成26年５月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 548,744 182,145 366,598

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 548,744 182,145 366,598

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 548,744 182,145 366,598
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当事業年度（平成27年５月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 659,887 182,145 477,742

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 659,887 182,145 477,742

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 659,887 182,145 477,742
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（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付制度を採用しております。

　当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計上しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

当事業年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

退職給付引当金の期首残高 2,403千円 2,624千円

退職給付費用 221 674 

退職給付の支払額 － － 

退職給付引当金の期末残高 2,624 3,298 

 

(2）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

（平成26年５月31日）
当事業年度

（平成27年５月31日）

非積立型制度の退職給付債務 2,624千円 3,298千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,624 3,298 

     

退職給付引当金 2,624 3,298 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,624 3,298 

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　前事業年度221千円　　　　　　当事業年度674千円

 

（ストックオプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年５月31日）
 

当事業年度
（平成27年５月31日）

繰延税金資産    

未払賞与否認 937千円 1,319千円

未払事業所税否認 318  295

未払事業税否認 3,624  759

未払社会保険料否認 112  235

役員退職慰労引当金損金不算入額 59,932  7,131

退職給付引当金損金不算入額 935  1,065

投資有価証券評価損否認 593  538

役員賞与引当金損金不算入額 －  3,206

その他 －  387

繰延税金資産合計 66,455  14,939

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △130,655  △154,310

繰延税金負債合計 △130,655  △154,310

繰延税金負債の純額 △64,200  △139,371

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年５月31日）
 

当事業年度
（平成27年５月31日）

法定実効税率 　法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法

定実行税率の100分の５

以下であるため注記を省

略しております。

 　法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法

定実行税率の100分の５

以下であるため注記を省

略しております。

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  

住民税均等割  

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  

その他  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　「所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第９号）」及び「地方税法等の一部を改正する法律

（平成27年法律第２号）」が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算（ただし、平成27年６月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実行税率は、前

事業年度の35.6％から、回収または支払が見込まれる期間が平成27年６月１日から平成28年５月31日までの

ものは33.1％、平成28年６月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変更されております。この税率変

更による影響額は軽微であります。

 

（持分法損益等）

関連会社の重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。
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（賃貸等不動産関係）

　当社は、東京都において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸のオフィスビルや劇場を所有しております。

なお、その一部については当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としてお

ります。

　また、当該賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額、期

中増減額及び時価は、以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
 

前事業年度
（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

当事業年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

賃貸等不動産
貸借対照表計上額

期首残高 277,159 277,568

期中増減額 409 △2,073

期末残高 277,568 275,495

期末時価 220,000 218,000

賃貸等不動産として

使用される

部分を含む不動産

貸借対照表計上額

期首残高 526,103 466,583

期中増減額 △59,519 △25,618

期末残高 466,583 440,965

期末時価 5,137,000 4,914,000

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前事業年度の主な増加は、不動産の取得（4,147千円）、減少は、減価償却（66,746千

円）であります。

　　当事業年度の主な増加は、不動産の取得（28,499千円）、減少は、減価償却（56,190千円）であります。

３．期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

 

また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次のとおりであります。

（単位：千円）

 
前事業年度

（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

当事業年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

賃貸等不動産

賃貸収益 24,938 27,987

賃貸費用 8,408 8,070

差額 16,530 19,917

その他（売却損益等） － －

賃貸等不動産として

使用される

部分を含む不動産

賃貸収益 590,134 567,925

賃貸費用 176,291 164,292

差額 413,842 403,633

その他（売却損益等） － －

（注）　賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社が使用してい

る部分も含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されておりません。なお、当該不動産に係る費用（減価償却

費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、「不動産賃貸事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

【関連情報】

前事業年度（自　平成25年６月１日　至　平成26年５月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一のサービス区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の９０％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の９０％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の９０％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

松竹株式会社 451,645 不動産賃貸事業

演舞場サービス株式会社 93,270 不動産賃貸事業

 

当事業年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一のサービス区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の９０％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の９０％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の９０％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

松竹株式会社 436,314 不動産賃貸事業

演舞場サービス株式会社 85,482 不動産賃貸事業

 

EDINET提出書類

新橋演舞場株式会社(E04601)

有価証券報告書

40/51



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自　平成25年６月１日　至　平成26年５月31日）

種類
会社等の名
称

所在地
資本金
（千円）

事業の内容
議決権等の被
所有割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

その他の

関係会社
松竹㈱

東京都

中央区
33,018,656

演劇等の企

画興行

直接

21.18

劇場設備の

賃貸

役員の兼任

設備の賃貸

設備管理収入

372,126

78,026

前受収益

受入保証金

372

530,000

駐車場の賃貸 1,493
売掛金

前受収益

192

91

 

当事業年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）

種類
会社等の名
称

所在地
資本金
（千円）

事業の内容
議決権等の被
所有割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

その他の

関係会社
松竹㈱

東京都

中央区
33,018,656

演劇等の企

画興行

直接

21.20

劇場設備の

賃貸

役員の兼任

設備の賃貸

設備管理収入

355,632

78,828

前受収益

受入保証金

372

530,000

駐車場の賃貸 1,854
売掛金

前受収益

－

91

 

（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

前事業年度（自　平成25年６月１日　至　平成26年５月31日）

種類
会社等の名
称

所在地
資本金
（千円）

事業の内容
議決権等の所
有割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社
演舞場サー

ビス㈱

東京都

中央区
25,000

食堂・売店

の経営

直接

19.44

食堂・売店

設備の賃貸

役員の兼任

設備の賃貸

設備管理収入

71,600

19,050
売掛金 35,325

駐車場の賃貸 2,619 売掛金 562

経費の立替払

い
10,360 立替金 10,360

貸付利息 1,057 未収収益 462

資金の回収
14,500

75,000

短期貸付金

長期貸付金

11,000

139,500

 

当事業年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）

種類
会社等の名
称

所在地
資本金
（千円）

事業の内容
議決権等の所
有割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社
演舞場サー

ビス㈱

東京都

中央区
25,000

食堂・売店

の経営

直接

19.53

食堂・売店

設備の賃貸

役員の兼任

設備の賃貸

設備管理収入

68,400

14,250
売掛金 44,631

駐車場の賃貸 2,832 売掛金 1,071

経費の立替払

い
16,756 立替金 16,756

貸付利息 1,288 未収収益 451

資金の回収 11,000
短期貸付金

長期貸付金

19,500

120,000

（注）１．上記(ア）～(イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①近隣の取引事例を参考に決定しております。

②資金の貸付については市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

当事業年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

１株当たり純資産額 1,105.96円 1,209.72円

１株当たり当期純利益金額 66.95円 76.22円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日）

当事業年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当期純利益金額（千円） 180,751 205,591

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 180,751 205,591

期中平均株式数（株） 2,699,746 2,697,418

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

株式会社歌舞伎座 7,000 35,000

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
21,100 19,437

株式会社アクトエンタープライズ 20 0

計 28,120 54,437

 

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 2,671,679 28,499 － 2,700,178 2,211,415 56,190 488,763

機械及び装置 42,000 － － 42,000 39,721 377 2,279

工具、器具及び備品 339,037 174 － 339,212 141,527 1,798 197,685

土地 227,696 － － 227,696 － － 227,696

有形固定資産計 3,280,414 28,674 － 3,309,088 2,392,663 58,366 916,424

無形固定資産        

電話加入権 294 － － 294 － － 294

無形固定資産計 294 － － 294 － － 294

長期前払費用 3,462 － 944 2,518 － － 2,518

 

　（注）　当期増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物付属設備 増加額（千円） 自動火災報知設備・放送設備更新工事 24,486
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

役員賞与引当金 7,800 9,700 7,800 － 9,700

役員退職慰労引当金 168,160 2,720 148,800 － 22,080

 

【資産除去債務明細表】

   該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ．資産の部

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 492

預金  

普通預金 1,226,688

当座預金 5

定期預金 600,000

小計 1,826,694

合計 1,827,187

 

②　売掛金

 　　　　　 相手先別内訳

相手先 金額（千円）

演舞場サービス株式会社

その他

46,047

550

合計 46,598

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

×100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
 

38,997 102,752 95,151 46,598 67.13 152.0

（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

③　関係会社株式

区分 金額（千円）

松竹株式会社（577,720株） 605,450

演舞場サービス株式会社（91,900株） 9,373

合計 614,824
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④　長期性定期預金

区分 金額（千円）

特約付定期預金 300,000

合計 300,000

 

ｂ．負債の部

　受入保証金

区分 金額（千円）

新橋演舞場（劇場）賃借申込証拠金（松竹株式会社） 530,000

建物賃貸借契約による敷金（株式会社エネルギーアドバ

ンス）
24,182

その他 16,149

合計 570,332

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

株券の種類 １株券　10株券　50株券　100株券　500株券　1,000株券

剰余金の配当の基準日 ５月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都中央区銀座六丁目18番２号

　新橋演舞場株式会社総務部

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 実費

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都中央区銀座六丁目18番２号

　新橋演舞場株式会社総務部

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

買取手数料 なし

公告掲載方法 官報

株主に対する特典

 

基本株数 招待券年間交付枚数 招待券発行方法

150 株以上  １枚 毎月10日現在株主に発送

450 株以上  ４枚  

750 株以上  ６枚  

1,000 株以上  ８枚  

1,500 株以上  12枚  

2,000 株以上  24枚  

3,000 株以上  30枚  
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第92期）（自　平成25年６月１日　至　平成26年５月31日）平成26年８月21日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

　（第93期中）（自　平成26年６月１日　至　平成26年11月30日）平成27年２月25日関東財務局長に提出

(3）半期報告書の訂正報告書

　（第93期中）（自　平成26年６月１日　至　平成26年11月30日）平成27年７月30日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成27年８月25日  

新橋演舞場株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 新創監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柳澤　義一　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる新橋演舞場株式会社の平成26年６月１日から平成27年５月31日までの第93期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新橋演舞

場株式会社の平成27年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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